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連結純資産変動計算書 （単位：億円）
金額

期首純資産残高 21,830

純経常行政コスト △ 5,532
一般財源 3,604
うち地方税 2,083
うち地方交付税 1,292
うちその他行政コスト充当財源 229
補助金等受入 1,445
臨時損益 △ 35
出資の受入・新規設立 34
資産評価替えによる変動額 △ 2
無償受贈資産受入 2
その他 △ 3

期末純資産残高 21,342

（３） 連結純資産変動計算書 

期首純資産残高 2兆 1,830 億円に対して、減少要因として純経常行政コストが 5,532 億円な

ど、増加要因として地方税 2,083 億円や地方交付税 1,292 億円などがあり、期末純資産残高は

2兆 1,342 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 連結資金収支計算書 

経常的収支において 1,462 億円の収支余剰が計上されているが、公共資産整備収支における

416 億円、投資・財務的収支における 1,088 億円の収支不足があり、その結果として、資金残

高が 42億円減少したことになります。 

なお、連結資金収支計算書における「資金」の範囲は普通会計とは異なります。普通会計の

資金収支計算書では歳計現金のみがその範囲でしたが、連結資金収支計算書では財政調整基金

や減債基金も「資金」に含まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※各表の数値は、項目毎に四捨五入して表示しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

連結資金収支計算書 （単位：億円）
金額

１．経常的収支の部 1,462
支出合計 4,769
収入合計 6,231

２．公共資産整備収支の部 △ 416
支出合計 1,425
収入合計 1,010

３．投資・財務的収支の部 △ 1,088
支出合計 1,839
収入合計 751

当年度資金増減額 △ 42
期首資金残高 784
期末資金残高 742


